
特殊法人改革を巡る
近の動向



特殊法人改革(高速自動車国道関係)これまでの経緯

12121212年年年年12121212月１日　｢行政改革大綱」閣議決定月１日　｢行政改革大綱」閣議決定月１日　｢行政改革大綱」閣議決定月１日　｢行政改革大綱」閣議決定    ・・・・13131313年度中に整理合理化計画年度中に整理合理化計画年度中に整理合理化計画年度中に整理合理化計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・17171717年度末までに必要な措置年度末までに必要な措置年度末までに必要な措置年度末までに必要な措置

13131313年８月年８月年８月年８月10101010日　｢特殊法人等個別事業見直しの考え方｣公表及び廃止･民日　｢特殊法人等個別事業見直しの考え方｣公表及び廃止･民日　｢特殊法人等個別事業見直しの考え方｣公表及び廃止･民日　｢特殊法人等個別事業見直しの考え方｣公表及び廃止･民
営化に関する調査依頼　　　　　　営化に関する調査依頼　　　　　　営化に関する調査依頼　　　　　　営化に関する調査依頼　　　　　　((((行革推進事務局）行革推進事務局）行革推進事務局）行革推進事務局）

　　９月　　９月　　９月　　９月21212121日　道路関係４公団について国土交通省の民営化案を提出日　道路関係４公団について国土交通省の民営化案を提出日　道路関係４公団について国土交通省の民営化案を提出日　道路関係４公団について国土交通省の民営化案を提出

　　９月　　９月　　９月　　９月21212121日　｢改革工程表」了承日　｢改革工程表」了承日　｢改革工程表」了承日　｢改革工程表」了承（経済財政諮問会議）（経済財政諮問会議）（経済財政諮問会議）（経済財政諮問会議）

　　　　　　　　10101010月１日　総理から、国費不投入､償還期間月１日　総理から、国費不投入､償還期間月１日　総理から、国費不投入､償還期間月１日　総理から、国費不投入､償還期間30303030年の場合にどのよう年の場合にどのよう年の場合にどのよう年の場合にどのよう
な整備となるか等の検討指示な整備となるか等の検討指示な整備となるか等の検討指示な整備となるか等の検討指示

　　　　　　　　10101010月月月月9999････15151515日　各種条件下での試算結果を提出日　各種条件下での試算結果を提出日　各種条件下での試算結果を提出日　各種条件下での試算結果を提出

　　年内　　年内　　年内　　年内((((予定予定予定予定))))　｢特殊法人整理合理化計画｣の策定・閣議決定　｢特殊法人整理合理化計画｣の策定・閣議決定　｢特殊法人整理合理化計画｣の策定・閣議決定　｢特殊法人整理合理化計画｣の策定・閣議決定



特殊法人改革に係る主な論点（高速自動車国道関係）

○高速自動車国道ネットワーク整備について

○高速自動車国道の採算性について

○建設・管理に係る組織形態等について（民営化）

○建設・管理コストの縮減について



高速自動車国道の役割と
整備状況



高規格幹線道路ネットワーク
国土開発幹線
自動車道等

（１１，５２０ｋｍ）

本州四国

連絡道路

（１８０ｋｍ）

一般国道の自
動車専用道路

（２，３００ｋｍ）

＋ ＋

従前の国土開発幹線自動車道等（ 7, 600km)

本州四国連絡道路（ 180km）

追加さ れた高規格幹線道路( 3, 920km）
（ 国土開発幹線自動車道追加路線）

追加さ れた高規格幹線道路( 2, 300km）
（ 一般国道の自動車専用道路）

高規格幹線道路

・・・・多軸型国土構造の形成多軸型国土構造の形成多軸型国土構造の形成多軸型国土構造の形成

・高規格幹線道路・高規格幹線道路・高規格幹線道路・高規格幹線道路14,00014,00014,00014,000kmkmkmkm等により基幹的な等により基幹的な等により基幹的な等により基幹的な

        高速陸上交通網を形成高速陸上交通網を形成高速陸上交通網を形成高速陸上交通網を形成

・２１世紀初頭の概成・２１世紀初頭の概成・２１世紀初頭の概成・２１世紀初頭の概成

　　　　～「～「～「～「21212121世紀の国土のグランドデザイン」（国土総合開発法に基づき世紀の国土のグランドデザイン」（国土総合開発法に基づき世紀の国土のグランドデザイン」（国土総合開発法に基づき世紀の国土のグランドデザイン」（国土総合開発法に基づき
平成１０年３月閣議決定）より平成１０年３月閣議決定）より平成１０年３月閣議決定）より平成１０年３月閣議決定）より

・・・・多軸型国土構造の形成多軸型国土構造の形成多軸型国土構造の形成多軸型国土構造の形成

・高規格幹線道路・高規格幹線道路・高規格幹線道路・高規格幹線道路14,00014,00014,00014,000kmkmkmkm等により基幹的な等により基幹的な等により基幹的な等により基幹的な

        高速陸上交通網を形成高速陸上交通網を形成高速陸上交通網を形成高速陸上交通網を形成

・２１世紀初頭の概成・２１世紀初頭の概成・２１世紀初頭の概成・２１世紀初頭の概成

　　　　～「～「～「～「21212121世紀の国土のグランドデザイン」（国土総合開発法に基づき世紀の国土のグランドデザイン」（国土総合開発法に基づき世紀の国土のグランドデザイン」（国土総合開発法に基づき世紀の国土のグランドデザイン」（国土総合開発法に基づき
平成１０年３月閣議決定）より平成１０年３月閣議決定）より平成１０年３月閣議決定）より平成１０年３月閣議決定）より



高規格幹線道路14,000kmの考え方

高規格幹線道路の主な機能とサービス

①地方の中心都市を効率的に連絡（日本海沿岸自動車道など）

②大都市圏において、近郊地域を環状に連絡
（首都圏中央連絡自動車道、東海環状自動車道、京奈和自動車道など）

③重要な港湾・空港の大部分と概ね30分以内で連絡
（東九州自動車道など）

④全国の都市、農村地区から概ね１時間以内で到達
（近畿自動車道紀勢線、四国横断自動車道）

⑤重要区間における代替ルートの形成
（第二東海自動車道、近畿自動車道名古屋神戸線（第二名神）、同道敦賀線など）

⑥混雑の著しい区間の解消
（第二東海自動車道、近畿自動車道名古屋神戸線（第二名神））



整備計画（未供用）区間の内訳

１,９１０

北海道横断自動車道、東北横断自動車道、
近畿自動車道紀勢線、四国横断自動車道　等

国際空港・港湾と接続する
連絡道路

２０．６２,３８３       合計

活力ある地域づくりを推進する
道路

１０．６災害の発生時等においても交
通を確保する代替道路

８．５４３８第二東名高速道路、
第二名神高速道路

三大都市圏間の連結強化と

交通を円滑化する道路

１．５３５東京外かく環状道路、

名古屋環状２号線

大都市圏の交通渋滞を緩和する

大都市圏環状道路

残事業費(兆円）

(平成1４年度以降）

延長

（ｋｍ）

  路線の例道路の整備効果・特色

北海道縦貫自動車道、日本海沿岸東北自動車道、
常磐自動車道、東九州自動車道　等

東北中央自動車道、北関東自動車道、
中部横断自動車道、中国横断自動車道　等



平成１４年３月末予定

6,959km

2,383km

2,178km

   １ １,５２０km

9,342km

1,235km

　507km

　４３６km



道路ネットワークの国際比較



高速道路整備水準の国際比較



諸外国の高速道路整備の推移



○　高速自動車国道の整備により、利用者が直接受ける便益は

　　　・走行時間短縮走行時間短縮走行時間短縮走行時間短縮　　・走行経費節約走行経費節約走行経費節約走行経費節約　　・定時性確保

　　　・運転者の疲労軽減と走行快適性の向上　　　・大量輸送

　　　・荷傷みの減少と梱包費用の節約　　・交通事故の減少交通事故の減少交通事故の減少交通事故の減少　　　　　など様々。

○　このうち、計測可能な走行時間の短縮走行時間の短縮走行時間の短縮走行時間の短縮、走行経費の節約走行経費の節約走行経費の節約走行経費の節約、交通事故の減少交通事故の減少交通事故の減少交通事故の減少 の３項目を

　　金銭換算した便益額は

○　  ６，８６１ｋｍ（平成１２年度）　　⇒　　約９兆円／年約９兆円／年約９兆円／年約９兆円／年

○　  ９，３４２ｋｍ（整備計画区間）　⇒　　約約約約11111111兆円／兆円／兆円／兆円／年　年　年　年　（＋約２兆円（＋約２兆円（＋約２兆円（＋約２兆円/年）年）年）年）

○　１１，５２０ｋｍ　　　　　　　　　　   ⇒　　約約約約13131313兆円／兆円／兆円／兆円／年　年　年　年　（＋約４兆円（＋約４兆円（＋約４兆円（＋約４兆円/年）年）年）年）

高速自動車国道の整備による利用者便益



高速自動車国道路の整備による消費者への効果（例）

高速自動車国道が整備されるにしたがって、遠方の産地から
の入荷割合が増加

高速自動車国道高速自動車国道高速自動車国道高速自動車国道
供用延長供用延長供用延長供用延長

190190190190km km km km （（（（S41)S41)S41)S41)

1,8881,8881,8881,888km km km km （（（（S50)S50)S50)S50)

3,7213,7213,7213,721km km km km （（（（S60)S60)S60)S60)

6,3956,3956,3956,395km  km  km  km  （（（（H9)H9)H9)H9)



現在の仕組み



予定路線（全体計画予定路線（全体計画予定路線（全体計画予定路線（全体計画 11 11 11 11，，，，520520520520kmkmkmkm））））

※国土開発幹線自動車道建設審議会※国土開発幹線自動車道建設審議会※国土開発幹線自動車道建設審議会※国土開発幹線自動車道建設審議会

基本計画の決定基本計画の決定基本計画の決定基本計画の決定（10，607km）

（建設線の区間、主要経過地、車線数、設計速度、建
設主体などの決定

環境影響評価環境影響評価環境影響評価環境影響評価

※国土開発幹線自動車道建設審議会※国土開発幹線自動車道建設審議会※国土開発幹線自動車道建設審議会※国土開発幹線自動車道建設審議会

整備計画の決定整備計画の決定整備計画の決定整備計画の決定（9，342ｋｍ）

（経過市町村名、車線数、設計速度、連結位置及び
連結予定施設、概算工事費、施工主体などの決定

施行命令施行命令施行命令施行命令（9，064km）

用地買収→工事→完成用地買収→工事→完成用地買収→工事→完成用地買収→工事→完成

国
　
土
　
交
　
通
　
省

日本
道路
公団

※審議会会長；内閣総理大臣

工事実施計画の認可工事実施計画の認可工事実施計画の認可工事実施計画の認可

高速自動車国道の整備の手順

意見照会・回答
概略ル－ト、構造 等

事業費

償還見通し

整備効果 等

工事実施計画

日本道路公団日本道路公団日本道路公団日本道路公団

事業費

償還見通し　 等

意見照会・回答

調査報告

調査指示

申請

認可

供用供用供用供用    ：：：：    料金収入により借入金を返済料金収入により借入金を返済料金収入により借入金を返済料金収入により借入金を返済



有料道路の仕組み（高速自動車国道）

建設資金を借入金で賄い、利用者からの料金収入で償還。少ない国費で早期整備。

総料金収入

国　費

利息

建設費

管理費

　　総収入 　　総支出

利息軽減分

　＝

全体の総収入 全体の総支出

○全国的なネットワークを形成し、各路
線の利用者に全国同一料金水準で高速
交通サービスを提供。

償還の考え方 全国料金プール制

料金収入

国費

Ａ路線

Ｂ路線

Ｃ路線

利息

管理する
費用

建設する
費用

Ａ路線

Ｂ路線

Ｃ路線

○個別採算性では、建設時期等の違
いにより料金水準に差が生じる



　国費のみで実施されてきたとすると、現在の整備状況は東名・
名神高速道路が開通していた程度（約７００ｋｍ）にすぎない。

●有料道路制度がなかったら・・・

　　事業費   　　　 ２８．０兆円

　　国　 費　　　　 　３．７兆円　（１３％）

　　　　H13年度：3,025億円（全額出資金）

●高速自動車国道のH13年度までの事業費・国費

高速自動車国道整備に充当されている国費の現状

約９％　６６２
億台ｷﾛ

７，４６１
億台ｷﾛ

走行台キロ
(H10)

約８％０．３兆円３．６兆円国　費

(H13)

Ｂ/Ａ×100
(%)

高速Ｂ全体Ａ

（参考）高速道路整備に充当されている国費の
道路特定財源に占めるシェアは、高速道
の全道路に占める走行台キロシェアとほ
ぼ同水準



33%33%33%33%

67%67%67%67%

20%
50%

30%
収入収入収入収入

１兆８,７３８億円１兆８,７３８億円１兆８,７３８億円１兆８,７３８億円

償還準備金繰入償還準備金繰入償還準備金繰入償還準備金繰入
［建設費の償還分］［建設費の償還分］［建設費の償還分］［建設費の償還分］

９，２９３億円９，２９３億円９，２９３億円９，２９３億円

管理費管理費管理費管理費
３，６８９億円３，６８９億円３，６８９億円３，６８９億円

金利金利金利金利
５，７５６億円５，７５６億円５，７５６億円５，７５６億円

高速道路の収支状況(Ｈ１２年度決算)

償還準備金償還準備金償還準備金償還準備金
［建設費の償還分の累計額］［建設費の償還分の累計額］［建設費の償還分の累計額］［建設費の償還分の累計額］

９兆４，２００億円９兆４，２００億円９兆４，２００億円９兆４，２００億円

営業中道路の借入金残高営業中道路の借入金残高営業中道路の借入金残高営業中道路の借入金残高
１９兆５，６２０億円１９兆５，６２０億円１９兆５，６２０億円１９兆５，６２０億円

■収入支出内訳■収入支出内訳■収入支出内訳■収入支出内訳

収支率収支率収支率収支率
費用（管理費＋金利）費用（管理費＋金利）費用（管理費＋金利）費用（管理費＋金利）

収入収入収入収入
＝＝＝＝５０％５０％５０％５０％

■■■■償還準備金の積立状況償還準備金の積立状況償還準備金の積立状況償還準備金の積立状況

各年度末の償還準備金各年度末の償還準備金各年度末の償還準備金各年度末の償還準備金

＝＝＝＝償還率償還率償還率償還率
各年度末の道路資産額各年度末の道路資産額各年度末の道路資産額各年度末の道路資産額

３３％３３％３３％３３％
注）この他に、工事中の道路（平成注）この他に、工事中の道路（平成注）この他に、工事中の道路（平成注）この他に、工事中の道路（平成12121212年度末現在　年度末現在　年度末現在　年度末現在　2222，，，，491491491491kmkmkmkm））））
のののの要償還額が要償還額が要償還額が要償還額が3333兆兆兆兆9999，，，，895895895895億円あります億円あります億円あります億円あります

50
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5757
6065
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高速道路の路線別収支率(Ｈ12年度決算)



損益計算書（単位：億円）

(注)  「国有鉄道統計累年表」等より

収入収入収入収入
２２２２２２２２,,,,２１１２１１２１１２１１
（（（（100%100%100%100%））））

収益費用

日本道路公団（平成12年度） 旧国鉄（昭和60年度）

収入収入収入収入
35,52735,52735,52735,527
(100%)(100%)(100%)(100%)

費用

利息利息利息利息
12,19912,19912,19912,199
(34%)(34%)(34%)(34%)
営業費営業費営業費営業費
14,61414,61414,61414,614
(41%)(41%)(41%)(41%)

人件費人件費人件費人件費
23,02423,02423,02423,024
(65%)(65%)(65%)(65%)

減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費

5,891(17%)5,891(17%)5,891(17%)5,891(17%)

収益

日本道路公団と旧国鉄との損益比較

管理費管理費管理費管理費((((人件費除く人件費除く人件費除く人件費除く))))
4,055(18%)4,055(18%)4,055(18%)4,055(18%)

減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費
4,9904,9904,9904,990（（（（23%23%23%23%））））

利息利息利息利息
8,085(36%)8,085(36%)8,085(36%)8,085(36%)

人件費人件費人件費人件費
 851(4%) 851(4%) 851(4%) 851(4%)

（注） 「民間企業仮定損益計算書」より

平成１２年度末　有利子負債２７兆円 昭和６０年度末　有利子負債２４兆円

剰余金４，２３０剰余金４，２３０剰余金４，２３０剰余金４，２３０

欠損欠損欠損欠損
２０，２０１２０，２０１２０，２０１２０，２０１



　整備計画9,342kmについては、現行料金水準のもと、コスト縮減の努力
や安定的・継続的な国費充当等の措置を講じることにより償還が可能。

概ね５０年間償還期間

　政府出資金及び政府補給
金の形で国費を充当。

（平成13年度：

                出資金3,025億円）

国費負担措置

５％資金調達金利

現行料金水準

（24.6円/km+150円：普通車）

料金水準

９，３４２ｋｍ

・総事業費　　      約４９兆円

・H14以降残事業 約２１兆円

対象事業

前　提　条　件前　提　条　件

管理費

利息

建設費

11 16 21 26 31 36 41 46 51 56 61

兆円

支出計
↓↓↓↓

支出計
↓↓↓↓

4

3

2

1

0

5

11 16 21 26 31 36 41 46 51 56 61

出資金

有利子負債

ピーク：H33
34兆円

10

20

30

40

0

50

ピーク：H33
28兆円

未償還残高推移未償還残高推移

料金収入

21兆円

23兆円

第32回国幹審(H11.12)時の償還見通し

収入・支出推移収入・支出推移

コスト縮減 建設費：
新規整備計画区間▲10%
管理費：

コスト縮減計画に基づき▲5%



　　　　　　　　　将来交通量予測の考え方　（第32回国幹審(H11.12）時の償還見通し）

道路交通センサス

現在ＯＤ表

将来ＯＤ表

配分計算

ＯＤ別高速道路利用距
離、台数

　　　　将来の
社会経済フレーム

将来発生集中交通量

誘発モデル(計画道路)
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日本

ドイツ

イギリス

２０２０年２０１０年1995年を１とし

た場合（全国）

・人口は、2007年をピークにその後減少と予測

・ＧＤＰは、経済企画庁の予測を 新の実績により
  補正し、下方修正

●将来の社会経済フレーム

●全国交通需要

・同じく人口増の望めない英独に比べて同程度の伸び

●交通量推計手法

人口:中位推計(厚生省H9.1)

GDP:～2010年　1.9%/年

　　 　～2020年　1.4%/年
(経済企画庁H8.12)
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1985
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ＪＨ補正値ＪＨ補正値ＪＨ補正値ＪＨ補正値 新五計値新五計値新五計値新五計値

「新道路整備五箇年計画」「新道路整備五箇年計画」「新道路整備五箇年計画」「新道路整備五箇年計画」

策定時の策定時の策定時の策定時のGDPGDPGDPGDP推計値（推計値（推計値（推計値（H8H8H8H8））））

推計値実績値

下方修正



　　　　　　　将来交通量の見通し　　（第32回国幹審(H11.12)時の償還見直し）

H11年度実績

6,615ｋｍ

新規供用

１４５

７８５６73

1.5%/年

0.7%/年

H33年度推計

9,３４２ｋｍ

将来交通量の見込み将来交通量の見込み 交通量の計画・実績対比交通量の計画・実績対比

億台キロ

(1.00) (1.１７)

９３０

(1.38)

日平均
断面交通量

高速道路の交通量の計画・実績対比
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計　　画

実　　績

平成11年認可償還計画平成６年認可償還計画平成元年認可償還計画

１．４１倍

28,000台/日                       27,000台/日

　 供用延長



将来調達コストの設定

過去の財投発行コストの実績を総合的に勘案して過去の財投発行コストの実績を総合的に勘案して過去の財投発行コストの実績を総合的に勘案して過去の財投発行コストの実績を総合的に勘案して

将来調達コストを将来調達コストを将来調達コストを将来調達コストを5％に設定％に設定％に設定％に設定

- 財投発行者コスト ‐
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建設費・管理費コスト縮減の取り組み
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建設費縮減実績建設費縮減実績 管理費縮減実績管理費縮減実績

○　平成９年５月に「公共工事コスト縮減対策に関する行動計画」を策定
・　計画期間：平成９年度～平成１１年度
・　縮減目標：建設費１０％以上、管理費５％以上

○　平成１２年１２月に「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」を策定

※縮減率は平成８年度の標準的なコストとの比較。

※上記縮減は、日本道路公団全体（高速自動車国道＋一般有料道路）の縮減率である。

　　（例）・ＥＴＣの利用実態に応じた収受コストの削減

　　　　　　・大型転圧機械による盛り土一層当たりの施工厚の厚層化

　　　　　　・道路付属物の清掃の



償還期間について客観的な基準を設けるという観点から、
例えば

◆現行の建設国債の償還期間（６０年）現行の建設国債の償還期間（６０年）現行の建設国債の償還期間（６０年）現行の建設国債の償還期間（６０年）

◆税法上適用される耐用年数（財務省令）を高速自動車◆税法上適用される耐用年数（財務省令）を高速自動車◆税法上適用される耐用年数（財務省令）を高速自動車◆税法上適用される耐用年数（財務省令）を高速自動車
国道の諸施設に当てはめた場合に算出される平均的な国道の諸施設に当てはめた場合に算出される平均的な国道の諸施設に当てはめた場合に算出される平均的な国道の諸施設に当てはめた場合に算出される平均的な
耐用年数（概ね４５～５０年）耐用年数（概ね４５～５０年）耐用年数（概ね４５～５０年）耐用年数（概ね４５～５０年）

を償還期間とする考え方もある。

（「平成7年11月道路審議会中間答申」より）

償還期間の考え方

世代間負担の公平性確保世代間負担の公平性確保世代間負担の公平性確保世代間負担の公平性確保の観点

高速自動車国道全体の平均的耐用年数平均的耐用年数平均的耐用年数平均的耐用年数を基本と
することが望ましい。

以上から現行の償還期間は「５０年以内」以上から現行の償還期間は「５０年以内」以上から現行の償還期間は「５０年以内」以上から現行の償還期間は「５０年以内」



各種条件下での償還
見通し試算



試算の前提条件(共通条件）

【共通条件】【共通条件】【共通条件】【共通条件】

現行整備計画9,342km対 象 延 長対 象 延 長対 象 延 長対 象 延 長
（ ）H14年度以降残事業費：20.6兆円

（ ）料 金料 金料 金料 金 現行料金水準 普通車：24.6円/km

考慮しない公 租 公 課公 租 公 課公 租 公 課公 租 公 課

コスト縮減計画の実績を反映建設費・管理費建設費・管理費建設費・管理費建設費・管理費
（参考：H8年度の標準的なコストと比較したH12年度の実績)

縮減率：建設コストで11.4%、管理コストで12.0%



試算の前提条件(比較条件と組合せ）
【比較条件】

全国の総自動車交通量が増加 全国の総自動車交通量が不変
75百億台キロ(2000) 75百億台キロ(2000)将来交通量
⇒ 91百億台キロ(2020) ⇒ 75百億台キロ(2020)

＜1.2倍＞ ＜1.0倍＞

調達金利 5.0％ 3.5％*

建設投資 1.21兆円/年 1.09兆円/年

注)10年固定債券で調達する場合の発行コストで、H13年度1.3%、H14年度2.5%以
降約1.0%/年上昇ですり付け

H13から30年 H13から40年 H13から50年償還年数

0億円/年 1,000億円/年 2,000億円/年 3,000億円/年国費投入

◇今回実施の組合せ

交通需要の増加 将来金利 建設投資
（１） あり ５.０％ 1.21兆円/年
（２） あり ５.０％ 1.09兆円/年
（３） なし ３.５％ 1.21兆円/年
（４） なし ３.５％ 1.09兆円/年
（５） なし ５.０％ 1.21兆円/年
（６） なし ５.０％ 1.09兆円/年



（１）交通需要の増加：あり、将来金利：5.0%、建設投資:1.21兆円/年　の場合

投資(償還)可能額 兆円 ( 0% ) 兆円 ( 33% ) 兆円 ( 54% )
税負担総額※１

（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 10% ) 兆円 ( 45% ) 兆円 ( 69% )
税負担総額

（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 16% ) 兆円 ( 56% ) 兆円 ( 86% )
税負担総額

（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 21% ) 兆円 ( 67% ) 兆円 ( 100% )
税負担総額

（有料分＋一般分）

　注1：税負担総額は、有料道路事業に係る国費（利子補給金）と、その他の一般道路事業に係る国費・地方費の合計。
　　　 ただし、有料道路事業に係る出資金は<  >外書きであり、償還するので税負担総額には含まない。
　　　 また、維持管理に係る費用も含まない。
　注2：有料国費投入額は建設終了時まで一定額、その後は徐々に低減。

【参考】平成13年度末供用延長(予定)：　6,959km　(未供用延長 2,383km)
　　　　現行整備計画9,342kmの残事業費(H14年度以降)：20.6兆円
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　有料国費投入額※2

1,000億円/年

2,000億円/年

8

日 本 道 路 公 団 の 投 資（償 還）可 能 額 の 比 較
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＋
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＋ 16.3 ＝ 17 兆円 ＋2.9
<3.6> 6.8 ＝ 9.7 兆円 ＋ 0 ＝ 3.6 兆円

0.0 6.9 11.1
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13.8 20.6
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５０年
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（２）交通需要の増加：あり、将来金利：5.0%、建設投資:1.09兆円/年　の場合

投資(償還)可能額 兆円 ( 0% ) 兆円 ( 33% ) 兆円 ( 54% )
税負担総額※１

（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 10% ) 兆円 ( 45% ) 兆円 ( 70% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 16% ) 兆円 ( 56% ) 兆円 ( 88% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 21% ) 兆円 ( 68% ) 兆円 ( 100% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

　注1：税負担総額は、有料道路事業に係る国費（利子補給金）と、その他の一般道路事業に係る国費・地方費の合計。
　　　 ただし、有料道路事業に係る出資金は<  >外書きであり、償還するので税負担総額には含まない。
　　　 また、維持管理に係る費用も含まない。
　注2：有料国費投入額は建設終了時まで一定額、その後は徐々に低減。

【参考】平成13年度末供用延長(予定)：　6,959km　(未供用延長 2,383km)
　　　　現行整備計画9,342kmの残事業費(H14年度以降)：20.6兆円
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20.6 ＝ 20.6 兆円



（３）交通需要の増加：なし、将来金利：3.5%、建設投資:1.21兆円/年　の場合

投資(償還)可能額 兆円 ( 13% ) 兆円 ( 41% ) 兆円 ( 63% )
税負担総額※１

（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 17% ) 兆円 ( 49% ) 兆円 ( 74% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 21% ) 兆円 ( 57% ) 兆円 ( 85% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 26% ) 兆円 ( 65% ) 兆円 ( 98% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

　注1：税負担総額は、有料道路事業に係る国費（利子補給金）と、その他の一般道路事業に係る国費・地方費の合計。
　　　 ただし、有料道路事業に係る出資金は<  >外書きであり、償還するので税負担総額には含まない。
　　　 また、維持管理に係る費用も含まない。
　注2：有料国費投入額は建設終了時まで一定額、その後は徐々に低減

【参考】平成13年度末供用延長(予定)：　6,959km　(未供用延長 2,383km)
　　　　現行整備計画9,342kmの残事業費(H14年度以降)：20.6兆円

<2.4>
＋ 8.9 ＝

償還年数

3,000億円/年

0億円/年

　有料国費投入額※2

1,000億円/年

2,000億円/年

＝12.2 ＝ 12.2

日 本 道 路 公 団 の 投 資（償 還）可 能 額 の 比 較

＋ 18 ＝ 18 兆円 ＋

３０年 ４０年 ５０年

7.7 兆円

＋ 17.1 ＝ 17.7 兆円 ＋

＋

1.1
7.1 兆円

＋

＋ 5.4 ＝10.5 ＝ 11.6
1.7

7.7兆円

<1.2>

16.2 ＝ 17.3 兆円 3

17.6

2.3
＝ 6.3 兆円

＋ 15.3 ＝ ＋
3.4
<2.8>

7.3
1.7
<2.1>

17 兆円 ＝ 10.7 兆円 ＋ 0.4 ＝
5
<3.6>

5.4 兆円

2.6 8.4 12.9

3.5 10.1 15.2

4.4 11.7

5.3 13.3 20.2

11.2 兆円 ＋
1.1 3.3
<1.4> <1.9>

0 0 0

兆円
0.6
<0.7> <1.0>



（４）交通需要の増加：なし、将来金利：3.5%、建設投資:1.09兆円/年　の場合

投資(償還)可能額 兆円 ( 13% ) 兆円 ( 41% ) 兆円 ( 64% )
税負担総額※１

（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 17% ) 兆円 ( 50% ) 兆円 ( 75% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 21% ) 兆円 ( 57% ) 兆円 ( 87% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 26% ) 兆円 ( 66% ) 兆円 ( 100% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

　注1：税負担総額は、有料道路事業に係る国費（利子補給金）と、その他の一般道路事業に係る国費・地方費の合計。
　　　 ただし、有料道路事業に係る出資金は<  >外書きであり、償還するので税負担総額には含まない。
　　　 また、維持管理に係る費用も含まない。
　注2：有料国費投入額は建設終了時まで一定額、その後は徐々に低減

【参考】平成13年度末供用延長(予定)：　6,959km　(未供用延長 2,383km)
　　　　現行整備計画9,342kmの残事業費(H14年度以降)：20.6兆円

0 0 0

兆円
0.6
<0.7> <1.0>

5.3 13.6 20.6

10.9 兆円 ＋

4.5 兆円

2.6 8.5 13.2

3.5 10.2 15.5

4.4 11.8

0 ＝
4.5
<3.9>

＝ 10.2 兆円 ＋
1.7
<2.1>

17 兆円

＝ 5.7 兆円

＋ 15.3 ＝ ＋
3.2
<3.0>

7

16.2 ＝ 17.3 兆円 ＋ 8.8 ＝

7.4兆円

<1.3>

2.6

18.0

6.6 兆円

＋

＋ 5.1 ＝10.4 ＝ 11.5
1.5

兆円 ＋

＋

1.1
＋ 17.1 ＝ 17.7

４０年 ５０年

7.4 兆円

3,000億円/年

0億円/年

　有料国費投入額※2

1,000億円/年

2,000億円/年

<1.4> <2.0> <2.5>

償還年数

＝12.1 ＝ 12.1＋ 18

1.1 2.1 3.1

日 本 道 路 公 団 の 投 資（償 還）可 能 額 の 比 較

＝ 18 兆円 ＋

３０年



（５）交通需要の増加：なし、将来金利：5.0%、建設投資:1.21兆円/年　の場合

投資(償還)可能額 兆円 ( 0% ) 兆円 ( 21% ) 兆円 ( 33% )
税負担総額※１

（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 6% ) 兆円 ( 28% ) 兆円 ( 42% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 10% ) 兆円 ( 34% ) 兆円 ( 51% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 14% ) 兆円 ( 41% ) 兆円 ( 62% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

　注1：税負担総額は、有料道路事業に係る国費（利子補給金）と、その他の一般道路事業に係る国費・地方費の合計。
　　　 ただし、有料道路事業に係る出資金は<  >外書きであり、償還するので税負担総額には含まない。
　　　 また、維持管理に係る費用も含まない。
　注2：有料国費投入額は建設終了時まで一定額、その後は徐々に低減。

【参考】平成13年度末供用延長(予定)：　6,959km　(未供用延長 2,383km)
　　　　現行整備計画9,342kmの残事業費(H14年度以降)：20.6兆円

0.6
<2.7>

<1.8>

2.2
<3.3>

2.8 8.4

1.5
<1.2>

0.4 1.4 2.9

7.0

＝
<2.4>

15 兆円 ＋

0 0 0

兆円
0.2
<0.9>

0.7

12.3 兆円

0.0 4.3 6.8

1.2 5.7 8.7

2.0

12.7

＋ 7.9 ＝18.4 兆円 ＋ 4.4
<3.6>

＝ 12.9 兆円

＋ 17.8 ＝ 12.2 ＝ 14.4 兆円

13.8兆円

18.6 ＝ 19 兆円 10

10.6

<1.1>

<2.3>

兆円

＋

＋ 11.9 ＝14.9 ＝ 15.6

＋ 13.6

13.8 兆円

＋ 19.4 ＝ 19.6 兆円 ＋

＋

13.4

日 本 道 路 公 団 の 投 資（償 還）可 能 額 の 比 較

＋ 20.6 ＝ 20.6 兆円 ＋

３０年 ４０年 ５０年

償還年数

3,000億円/年

0億円/年

　有料国費投入額※2

1,000億円/年

2,000億円/年

＝16.3 ＝ 16.3



（６）交通需要の増加：なし、将来金利：5.0%、建設投資:1.09兆円/年　の場合

投資(償還)可能額 兆円 ( 0% ) 兆円 ( 21% ) 兆円 ( 33% )
税負担総額※１

（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 6% ) 兆円 ( 28% ) 兆円 ( 42% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 10% ) 兆円 ( 34% ) 兆円 ( 52% )

税負担総額
（有料分＋一般分）

投資(償還)可能額 兆円 ( 14% ) 兆円 ( 41% ) 兆円 ( 63% )
税負担総額

（有料分＋一般分）

　注1：税負担総額は、有料道路事業に係る国費（利子補給金）と、その他の一般道路事業に係る国費・地方費の合計。
　　　 ただし、有料道路事業に係る出資金は<  >外書きであり、償還するので税負担総額には含まない。
　　　 また、維持管理に係る費用も含まない。
　注2：有料国費投入額は建設終了時まで一定額、その後は徐々に低減。

【参考】平成13年度末供用延長(予定)：　6,959km　(未供用延長 2,383km)
　　　　現行整備計画9,342kmの残事業費(H14年度以降)：20.6兆円

償還年数

3,000億円/年

0億円/年

　有料国費投入額※2

1,000億円/年

2,000億円/年

＝16.3 ＝ 16.3

日 本 道 路 公 団 の 投 資（償 還）可 能 額 の 比 較

＋ 20.6 ＝ 20.6 兆円 ＋

３０年 ４０年 ５０年

13.8 兆円

＋ 19.4 ＝ 19.6 兆円 ＋

＋

13.3 兆円

＋

＋ 11.9 ＝14.9 ＝ 15.6

＋ 13.6

13.8兆円

18.6 ＝ 19 兆円 9.8

10.8

<1.1>

<2.3>
＝ 12.5 兆円

＋ 17.8 ＝ 12.1 ＝ 14.2 兆円 ＋ 7.6 ＝18.4 兆円 ＋ 4.1
<3.9> 11.7 兆円

0.0 4.3 6.8

1.2 5.7 8.7

2.0

13.0

＋

0 0 0

兆円
0.2
<0.9>

0.7 1.4
<1.3>

0.4 1.4 2.7

7.0

＝
<2.6>

15 兆円

0.6
<2.7>

<1.8>

2.1
<3.4>

2.8 8.5



諸外国の仕組み



諸外国の高速道路
項目項目項目項目 日本日本日本日本 フランスフランスフランスフランス イタリアイタリアイタリアイタリア イギリスイギリスイギリスイギリス ドイツドイツドイツドイツ アメリカアメリカアメリカアメリカ 

高速道路供用延長高速道路供用延長高速道路供用延長高速道路供用延長

(A) 
        （ｋｍ）（ｋｍ）（ｋｍ）（ｋｍ） 

6,861※※※※ 
(01年) 

10,300 
(99年) 

6,500 
(98年) 

3,300 
(98年) 

11,300 
(97年) 

89,400 
(99年) 

 うち有料道路うち有料道路うち有料道路うち有料道路(B) 
（ｋｍ）（ｋｍ）（ｋｍ）（ｋｍ） 

6,861 7,100 5,600 － － 
(大型車有料) 

5,700 

(B)／／／／(A) 100% 69% 86% － － 6% 

 

  有料道路整備手法有料道路整備手法有料道路整備手法有料道路整備手法 

 

[公的助成公的助成公的助成公的助成] 

公団方式 
 
 
 
 

[出資金及び補助金] 

ｺﾝｾｯｼｮﾝ方式 
混合経済会社 
国際合弁会社 
民間会社 

 
[無利子貸付] 

ｺﾝｾｯｼｮﾝ方式 
民間会社 
第三ｾｸﾀｰ 
国際合弁会社 

 
[補助金] 

 
－ 

 
－ 

ｺﾝｾｯｼｮﾝ方式他 
公社、州、 

民間会社等 混在 
 
 

[補助金等] 

本来管理者本来管理者本来管理者本来管理者 国 国 国 国 国 国 
主要有料道路会社主要有料道路会社主要有料道路会社主要有料道路会社 
    会社別延長（ｋｍ）会社別延長（ｋｍ）会社別延長（ｋｍ）会社別延長（ｋｍ） 

有料道路延長比率有料道路延長比率有料道路延長比率有料道路延長比率

（％）（％）（％）（％） 

道路公団 
6,861（100%） 

混合経済会社  
 6,200（87%） 
国際合弁会社  
  100（1%） 
ｺﾌｨｰﾙｰﾄ 
  800（11%） 
 

ｱｳﾄｽﾄﾗｰﾃﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ 
 3,100（55%） 
他会社(18社) 
 2,500（45%）  
 

 
－ 

 
－ 

ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ T.P.公社 
240 

ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ T.P.公社 
220 

その他 多数 

 
※※※※　日本の延長は高速自動車国道延長



フランスフランスフランスフランス 項目項目項目項目 イタリアイタリアイタリアイタリア 
アウトストラーデグループアウトストラーデグループアウトストラーデグループアウトストラーデグループ ＳＥＭグループＳＥＭグループＳＥＭグループＳＥＭグループ※１※１※１※１ コフィルート社コフィルート社コフィルート社コフィルート社 

組織形態の組織形態の組織形態の組織形態の 
変遷変遷変遷変遷 

1950 IRI※２の 100%出資により設立 
1982-7 ｸﾞﾙｰﾌﾟ化 
1993 国有企業の株売却、業務拡大につ 

いて定めた法律の制定 
1998 株式を市場に上場 
2000 株式を全額売却 

1956 混合経済会社の設立 
1980年代  
経営不振の民間会社を吸収 

1994 ＳＥＭ再編（ｸﾞﾙｰﾌﾟ化） 
現在まで混合経済会社とし
て存続 

1970  高速道路建設・運営のた
めの受託者の資格撤廃
に関する法律の制定 

同時に民間会社として設立 
 

[ﾊﾟﾘ･ﾙﾏﾝ間等の重交通路線運営] 
本来管理者本来管理者本来管理者本来管理者 国 国 国 

料金徴収権限の付与料金徴収権限の付与料金徴収権限の付与料金徴収権限の付与 コンセッション方式 コンセッション方式 コンセッション方式 

出資者出資者出資者出資者 株式（一般公開） 地方自治体、商工農業団体※３※３※３※３、

ＣＤＣ（国の金融機関）等 

株式（未公開） 

償還後の道路の帰属償還後の道路の帰属償還後の道路の帰属償還後の道路の帰属 国 国 国 

事業範囲事業範囲事業範囲事業範囲 建設・管理 建設・管理 建設・管理 

公的助成公的助成公的助成公的助成 補助金 調査中 調査中 

管理延長管理延長管理延長管理延長 約 3,100km 約 6,200km 約 800km 
 

イタリア・フランスの道路運営会社の比較イタリア・フランスの道路運営会社の比較イタリア・フランスの道路運営会社の比較イタリア・フランスの道路運営会社の比較 

※１　※１　※１　※１　ＳＥＭ（経済混合会社）：　地方自治体、商工農業団体※３※３※３※３、ＣＤＣ（国の金融機関）が100%出資の会社
※２　※２　※２　※２　ＩＲＩ（産業振興会社）：　国家資金の投入による民間企業救済のための株式会社、1992年まで国営企業
※３※３※３※３　商工農業団体：　産業別の正会員、賛助会員で構成される、国の監督を受ける公的機関であり、商工業会の利益を代表

イタリア・フランスの高速道路会社の比較



アウトストラーデ社と日本道路公団の比較
    アウトストラーデ社アウトストラーデ社アウトストラーデ社アウトストラーデ社    日本道路公団日本道路公団日本道路公団日本道路公団    

新規路線の 
計画立案 

･新規路線の立案は道路庁 ･整備計画策定までは国土交通省 

投資計画 
･1999～2004 年の６年間で約 0.9 兆円（大半が改良投資）
を予定 （年平均約 1500 億円） 

･2001 年度建設費で１.2 兆円 
 

実施のための 
根拠 

･高速道路及び一般道路の新設計画に関する法律 
 「高速道路の建設･管理は、公法人または私法人にコンセ
ッションすることができる」 

･道路整備特別措置法 
「国土交通大臣は、…高速自動車国道の新設又は改築を行わ
せ、料金を徴収させることができる」 

業務内容 

･1993 年以前：高速道路の建設･管理のみ  
･1993 年以降：それ以外の事業※１ 

純通行料    ：2406 億円(93%)  ※2 
   ロイヤリテイ：  75 億円( 3%) 
   その他の収益：  96 億円( 4%) 
   総営業収益  ：2577 億円   （1998 年度実績） 

･高速道路及び一般有料道路の建設･管理 
･トラックターミナル、ＳＡＰＡ、有料駐車場の建設・管理 

   

道路の帰属 
･コンセッション終了後、国に返還 
（期間は 1956 年～2038 年までの 83 年間） 

･償還終了後、国に返還 
（償還期間は概ね 50 年） 

プール制の採用 ･プール制の採用 ･プール制の採用 

料金制度 

･平地部（普通車：5.1 円/km）と山地部（普通車：6.2 円
/km）に区分して車種毎に全国一律の料金水準 ※2 
･[総収入]≧[総費用＋利益＋税] 
･プライスキャップ内で事業者が変更 

･車種毎に全国一律の料金水準（普通車：24.6 円/km） 
･[総収入]＝[総費用] 

租税公課 ･道路の固定資産税は免除 ･道路に対しての租税公課を免除 

償却方式 
･用地費も含め、コンセッション期間内に定額償却 
･改良、改築費の引当金を計上 

･償還準備金積立方式 
 

資金調達 
･1993 年以前：借入金（政府保証） 
･1993 年以降：社債等 

･政府借入金：2兆 340 億円 ･外債（政府保証）：1200 億円 
･財投機関債：1500 億円   ･民間借入金：6036 億円 
                      （2001 年度） 

株式資本 
･1998 年 株式上場 
･2000 年 株式売却完了 

― 

※１ それ以外の事業：電気・通信事業他      ※２ レートは昨年１年間平均（為替レート：１リラ＝0.0754円、１＄＝130.91円） 


